　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会議録　
第６回　自治基本条例ワークショップ
　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　時　：　平成１７年１１月１０日（木）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後７：００～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場　所　：　市役所本館２階第３会議室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出席者　：　２０人（欠席者：８人）
１　開会

２　事務局お知らせ
　前回は「前文」のキーワード、フレーズの検討をしていただきました。

なぜ自治基本条例を策定するのか、将来の丸亀市をどのようにしたら良いか、丸亀市らしさをどう表現するかなどについて話あってもらいました。
　　　検討結果は配布している資料のとおりです。出てきたキーワードの主なものとしては、丸亀市の特色として、「飯野山」、「土器川」、「田園地帯」などの自然や、「丸亀城」を始めとする文化・歴史がありました。
こういったものを大切にして、将来の丸亀市をどのようにするかについて、「市民が主役のまち」、「市民が輝くまち」、「安心して暮らせるまち」というのがありました。
まちづくりに向けて何をしなければならないかについては、「市民と行政が協働してつくる」、「市民が主体的にまちづくりに関わる」、「市民・議会・市長が役割分担して、それぞれが責任を果たす」ことにより、「市民参画」、「協働」のまちをつくっていきたいという意見が多くありました。
　　　今日はお知らせしているとおり「市民と行政のあるべき姿・協働」について検討してください。
３　ワークショップ

＜講師から次頁の資料に基づき、「市民と行政との協働のあり方」について説明＞
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	　市民と行政との協働のあり方
　

　

１　協働の意義

２　協働の形態

※社会的課題に対する市民と行政の多様な関係
　　　　　　　　　　＜・・・・・・・・・協働の領域　・・・・・・・・・・＞

Ａ

市民が自主的、自発的に行動する領域
Ｂ

市民主導の活動で行政の協力が必要となる領域
Ｃ

市民と行政が連携・協力して事業執行する領域
Ｄ

行政主導の活動で市民参加を求める領域
Ｅ

行政が自らの責任で処理していく領域
例）町内会、地区の行事、個人・団体のボランティア活動等
例）補助金を活用した事業、まちづくり活動等
例）イベント企画型実行委員会，ＮＰＯへの協働委託事業等
例）行政計画策定への参画、パブリックコメント、市民協働会議等
例）各種公共事業、施設整備事業、許認可・行政処分等
市民主導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行政主導
　（資料：「浜松市市民活動基本指針（４「協働」の形態の多様性）」をもとに作成）

３　協働に求められるもの

（１）すべての市民活動に開かれた協働

（２）市民活動の自主性・主体性の尊重
（３）協働のルールの確立

～横浜市市民活動推進検討委員会報告(平成１１年３月)より～

横浜市における市民活動との協働に関する基本方針

１　目的

２　市民活動の定義

３　協働の原則

　　市民活動と行政が協働するにあたっては、次の６つの原則を尊重して進める。
（１）対等の原則（市民活動と行政は対等の立場にたつこと）

（２）自主性尊重の原則（市民活動が自主的に行われることを尊重すること）

（３）自立化の原則（市民活動が自立化する方向で協働をすすめること）

（４）相互理解の原則（市民活動と行政がそれぞれの長所、短所や立場を理解しあうこと）

（５）目的共有の原則（協働に関して市民活動と行政がその活動の全体または一部について目的を共有すること）

（６）公開の原則（市民活動と行政の関係が公開されていること）

４　協働の方法

　　協働の６原則を基本に、行政は市民活動との協働を積極的に進める。以下はその具体的方法である。
（１）補助・助成（市民活動が主体となる公共的事業に対し、資金の援助を行うこと）

（２）共催（市民活動が主体的に行う行事に対し、市が企画及び資金面において参加し、共同して事業を実施するもの）

（３）委託（契約規則等に基づき市の事業等の実施を委託するもので、市民活動が相手方となる場合）

（４）公の財産の使用（市民利用施設の優先利用等をルール化する）

（５）後援（市民活動が主体的に行う事業に対し横浜市後援名義の使用により精神的支援を行う）

（６）情報交換・コーディネート等（検討会・協議会の設置、広報紙の発行等により、情報交換や共同事業のための検討等を行う）
５　公金の支出や公の財産の使用における必要条件

（１）社会的公共性があること

（２）公費濫用を防止すること

（３）情報を公開すること

６　協働の担保

（１）全市的委員会

　（２）事業別委員会



＜「協働」についての意見等＞
（講師）
今日は「市民と行政のあるべき姿・協働」について考えてください。協働ということにはいろいろな問題も派生してくると思いますので、関連していることについても話し合ってください。今日のテーマについて何かありますか。
（メンバー１）
協働の方法で「補助・助成」とか「共催」「委託」などがあったが、「委託」「後援」は対等な立場ではないし、協働と言えるのか。行政が把握しきれない部分をやるのが協働ではないか。

（講師）
　　行政が把握できない部分を民間でやるのが協働という概念がある一方、両方の力を合わせて一緒にやろうという協働の概念もある。
（メンバー２）
　　ボランティア的な参画も協働といえば協働にあたる。

（メンバー３）
　ワークショップを始めたとき、分かりやすくが基本だった。「協働」という言葉にこだわらなくてもいいのではないか。自治基本条例は「市の憲法」という説明があったが、自治基本条例を分かりやすい言葉で表現したらよいのではないか。例えば、自治基本条例といわずに市の憲法と言うと子どもでもよく分かる。「協働」も「協力」でもよい。全てにおいて分かりやすい言葉で表現したほうがよい。

（講師）
　　「基本」というのは、つけていたほうが良いのではないかと思う。いくつもある条例の中で上のランクの条例を示すとき「基本」という言葉を使う。基本という言葉自体が「憲法」的である。
条文の中身は、なるべく難しい法律用語は避け、分かりやすいことばを使い、子どもが読んでも理解できるのが望ましい。

（メンバー４）
　解説をつけなければ分からないのではダメではないか。

（講師）
　自治基本条例については確立したイメージがないので、こういった考え方で作ったという意味での解説はつくと思う。

（メンバー４）
　丸亀らしい分かりやすい条例にするべきだ。

（講師）
　　それは、そのとおりです。
（メンバー５）
　協働のあり方を自治基本条例の中でどう位置づけるかが今日のテーマの目的ではないかと思う。　

（講師）
　協働といっても様々な形がある。住民と行政の協働からＮＰＯなどの団体との協働、さらには企業との協働もあるかも知れない。

（メンバー６）
　協働というテーマから入ると難しいが、自治基本条例のベースとしては必要である。

（メンバー７）
　時代が変わり、農業、子育て、財政、環境問題などは２０世紀型社会ではダメになってきた。
２１世紀型の社会、経済、行政に変えていかなければならないが、今までのように、議会、行政と限られた一部の市民だけでやるのではなく、一人ひとりの市民の意見を取り入れられるような体制にしていくのも市民が参加するという意味で協働だと思う。

（メンバー８）
自治基本条例の中で占める協働という存在は重いものがある。そこで自治基本条例を作成する前に、協働とはどういうものかといったような協働の手引き的なものを作成して、それから自治基本条例をまとめあげればよい

（メンバー９）
　　自治基本条例の中で協働の占める割合は大きいが、協働についてこの場で議論を練り上げていく時間は無い。自治基本条例の中に協働ということばを入れておいて、それから指針などを作ればよい。
（メンバー10）
　　ボランティア活動をやっているが、これらも協働になるのだろうか。

（メンバー５）
　　協働について自治基本条例の中で細かく位置づけるのがよいか議論するところではあるが、　別に市民参加条例等を作っていくほうが良いと思う。

（講師）
　協働について自治基本条例にどこまで詳しく書くかということについて、詳しく書いている例はない。条例の中で基本原則とかは書いているが、具体的なことについては市民参加条例等で書いている。市民参加条例、住民投票に関する条例等が自治基本条例にぶら下がってくるのではないかと思う。

　　先ほどのボランティアに近いものも協働に含めてよいのではないか。
（メンバー２）
　　公園の管理や子ども会・老人会・婦人会、自主防災組織づくり、など身近なことからやるのが、協働の始まりになる。

（メンバー11）
　　協働は今までもあったと思うが、市民がやってきたことを行政・議会が認めて一緒によい方向に持っていくのが協働ではないかと思う。
（メンバー12）
　　協働について限定的に考えなくても良い。限定すると協働を狭めてしまう。時間の制約のある中で協働とはどうあるべきかを提案することが必要である。

　　自治会加入率が下がっているのも価値観の多様性の証明だと思う。行政としては、コミュニティとしてまとまっていた方が良いかも知れないが、個人でも参加できるような協働の仕組みも大切だと思う。

（講師）
　誰でも参加できる状況を整えるのは大切だと思います。
　いろいろ意見がありましたが、協働の概念を絞り込むのも難しいので協働についていろいろな観点から広く考えていただいて各班で討議してください。
＜協働をテーマに各班で検討＞
４　次回会議について　

（講師）
　　協働についてはは、行政の下請け、コスト削減のための協働でなく、志の高い部分を確認しておこうということで条例の中に入れているのではないか。
時間の関係で、今日議論したことについては、次回の最初に各班で発表してもらいます。

次回は最終回になるので、今までの各回の議論で出てきた意見の中から条例に盛り込むようなことについて、事務局の方で全体的な見通し、俯瞰のようなものをだしてもらい、それについて議論します。
　　次回は１１月１７日（木）午後７時からこの場所で行います。

「協働」とは異なる環境にあるものや、異なる考え方を持ったものが共通の目的に対して活動することで、今までにないものを創り上げていくことです。


また、市民との協働とは、市民と行政が、それぞれの特性を活かし、共通する目的のため、対等なパートナーであることを認識しながら活動することです。
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